
第　２　部

基　準　財　政　需　要　額
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及び同見込」（第４部資料編参照）が決定された。

法により標準算定を行うものとされた。

　本年度の改正点は、次のとおりである。

ア

ア

イ

ウ

国民健康保険事業助成費（産前産後保険料免除）

　土木費

　住宅対策費（特定優良賃貸住宅家賃対策補助）

　教育費

　衛生費

　健康診査（乳がん検診）

　教育費オ

エ

　ひきこもり対策事業費、病児保育事業、定期利用保育補助事業費、おむつ回収事業費（単位費用・態容補正Ⅰ）、

　衛生費

　経済労働費

　教育相談事業費（スクールソーシャルワーカー報酬）、成人式運営費

　【中学校費】夏休み期間プール指導員、社会教育総務費（社会教育委員経費）

　成人保健対策費（訪問指導）

　衛生費

第１章　概　　　　要

(1)

令和６年度都区財政調整については、令和６年１月29日開催の都区協議会において、「令和６年度都区財政調整方針

　次の経費等について、新たに算定した。

イ

基準財政需要額については、特別区がひとしくその行うべき事務を遂行することができるよう、合理的かつ適正な方

１　経常的経費

　民生費

　議会総務費

　土木費

イ

地域学校協働活動推進事業費、子どもの読書活動推進事業費

(2) 　次の経費等について、算定の充実を図った。

　商工振興費（中小企業関連資金融資あっせん事業（緊急対策分））

　在宅療養推進事業費、予防接種助成事業費（帯状疱疹ワクチン）

ア

保育所等の第二子無償化等への対応

　民生費

　議会総務費

　水害対策経費、職員研修費、公金取扱手数料（指定金融機関業務経費）

エ

　都・区市町村ＤＸ協働運営委員会経費（GovTech東京負担金）

　教育費

　【小・中学校費】学校運営費（教育用コンピュータ運用保守経費）、【小・中学校費】教員用デジタル教科書経費、

ウ

オ

　細街路拡幅事業費

　地域子育て支援拠点事業、放課後児童クラブ事業費、区立保育所管理運営費（管理運営委託（委託施設））、

ウ

(3) 　次の経費等について、算定内容を見直した。
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イ

ウ

エ

　次の経費等について、算定内容を見直した。

　高齢者向け優良賃貸住宅供給事業（態容補正）

ア

イ

　高齢者集合住宅の整備費等（態容補正Ⅱ）

　民生費

公園使用料・公園占用料

　食品衛生費（食品衛生営業許可等手数料）

　衛生費

　次の経費等について、算定の改善等を行った。

　清掃費

　清掃費全般

　経済労働費

　農業委員会運営費（態容補正Ⅰ）

オ 　土木費

(4)

　議会総務費

　災害対策費（消火器設置管理費）、退職手当費

ア

ア 　令和６年度に限り、公共施設の臨時的改築工事費を算定した。

(2)

イ 　その他、物騰等による所要の単価改定を行った。

　次の経費等について、算定の改善等を行った。

(3) 　その他

補正費14％、週休２日対応費２％を反映した経費を臨時的に算定した。

　令和６年度に限り、建築工事単価について、都財務局「令和６年度用標準建物予算単価」における特別

・ 　土木費

(1)

　建築紛争予防調整事務費、建築審査会運営費、道路維持補修費、道路占用許可取締事務費（道路占用料）、

２　投資的経費

　その他

　物騰等による所要の単価改定を行った。

(5)
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 １　給与費に係る標準給

近接地外

　職員共済組合事業主負担金等の負担率を変更した。

　

注1)　職層別区分

　　　部長級、課長級、職員Ａ（係長級）、職員Ｂ（主任）、職員Ｃ（係員）、技能系及びフルタイム再任用とした。

注2)　標準給料

　　　行政職給料表（一）及び（二）による。

注3)　統合標準給の積算

　　　「職層別標準給×職層別職員構成比」の累計

フ ル タ イ ム
再 任 用

行（一） 2 232,900円 4,870,726円 0.0509546390

技 能 系 行（二） 2－053 288,100円 7,429,044円 0.0869770947

職 員 Ｃ 行（一） 1－063 244,800円 6,209,725円 0.3282782023

386,800円 9,843,109円 0.2069854768

職 員 Ｂ 行（一） 2－057 304,100円 7,749,139円 0.2937462610 7,697,525円

課 長 級 行（一） 5－068 432,200円 13,079,150円 0.0250446985

職 員 Ａ 行（一） 3－089

部 長 級 行（一） 6－056 495,600円 15,403,805円 0.0080136276

職層別区分
標　準　給　料

職層別標準給 職員構成比 統合標準給
級号給 月　　額

 給与費に係る標準給 （7,697,525円）

(1)

　令和６年度給与改定経費は見込んでいない。(2)

第２項　積算等

研修旅費 515円

第２節　給与費に係る標準給の改定内容

第１項　本年度改定内容

38,200円

 ３　普通旅費 近接地内 529円

第２章　経常的経費に係る単価等

第１節　主な統一単価

 ２　時間外勤務手当 2,880円

7,697,525円
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－　処理処分費

1,675.30 507.84収集車両費

人 口 44.80 44.80

9.00 －　 標　準　区　職　員　数 2,183.14

収集作業費

人 口 9.00

95.87 24.92 人 口 53.20

6.67 幼 稚 園 数 57.75 57.75

清
　
　
　
掃
　
　
　
費

清掃総務費 人 口 18.19 11.52

人 口 120.79

そ の 他 の
教 育 費

児童生徒数 82.89 46.44 36.45

－　

32.63 20.57

33.00 33.00 －　

衛 生 費 人 口 129.37 82.12 47.25

後期高齢者
医 療 制 度
事業助成費

被保険者数 8.00 2.05

87.00 87.00 －　20.31
教
　
　
　
　
　
　
育
　
　
　
　
　
　
費

小 学 校 費 学 校 数

5.95 中 学 校 費 学 校 数

3.79 14.56

国 民 健 康
保 険 事 業
助 成 費

被保険者数 54.00 33.69

－　 公 園 費 公 園 面 積 18.35

49.00 42.93 6.07

児童福祉費

18 歳 未 満
人 口

126.35 92.00

区立保育所
入所児童数

457.00 457.00

41.00 35.32 5.6827.24 11.81 都市整備費 人 口

93.00 56.56 36.4417.89

土
　
　
　
木
　
　
　
費

建築公害費 人 口

34.35
道 路
橋りょう費

道 路 面 積

8.90 9.00

老人福祉費
65 歳 以 上
人 口

64.92 47.03

7.80 産業経済費 事 業 所 数 17.90

民
　
　
　
　
　
　
生
　
　
　
　
　
　
費

社会福祉費 人 口 117.25 109.45

生活保護費 被保護者数 39.05

人 人 人

456.23 258.71 197.52 5.10 0.50 4.60

比例人員 固定人員

議 会 総 務 費 人 口

人 人 人

経
済
労
働
費

生活経済費 人 口

経費の種類 測定単位
標　準　職　員　数

経費の種類 測定単位
標　準　職　員　数

計 比例人員 固定人員 計

第３節　行政費目ごとの標準職員数一覧



　　建築工事単価については、毎年度、物騰率を乗じて設定しているが、ウクライナ情勢や円安等による物価高騰の状

　況に鑑み、平成26年度から令和４年度までの都財務局建築工事積算標準単価の変動率を臨時的に反映した単価に設定

　した（令和５年度から）。

　　また、建築工事単価に係る物騰率算出方法について、臨時的に、当該年度の前前年度から前年度にかけての都財務

　局建築工事積算標準単価の変動率により改定することとした（令和６年度から）。

　　なお、令和６年度に限り、建築工事単価について、都財務局「令和６年度用標準建物予算単価」における特別補正

　費14％、週休２日対応費２％を反映した単価に設定した。

（公衆便所 ）

（公衆便所 ）

　注1)　特殊付帯工事には、冷暖房設備、変電設備、昇降機、外構工事等を含む。

　注2)　通常の基礎工事とは普通の支持力で支持層15ｍまで（全区に算入される）。

　注3)　初度調弁費は、主体、主体設備、特殊付帯、通常の基礎工事費の50/1,000。

 →　東京都基準地価格調査（令和５年７月１日）による区部住宅地の対前年変動率を乗じて設定

１　単価設定

・4.5ｍ以上～6.5ｍ未満　表層ＡＣ5㎝、基層ＡＣ5㎝、上層路盤Ｍ10㎝、下層路盤Ｃ20㎝

Ⓒ 　ＣＢＲ（舗装厚決定基準）　　　３％

第３章　投資的経費に係る単価等

第１節　各種単価の設定

２　建築単価

区　　分 単　　　　　　価

488,600円／㎡

・6.5ｍ以上～8.5ｍ未満　表層ＡＣ5㎝、基層ＡＣ10㎝、上層路盤Ｍ10㎝、下層路盤Ｃ30㎝

・8.5ｍ以上　　　　　　 表層ＡＣ5㎝、基層ＡＣ20㎝、上層路盤Ｍ15㎝、下層路盤Ｃ20㎝

513,500円／㎡

1,145,600円／㎡

10,600円／㎡

13,500円／㎡

内　　　　　容　　　　　説　　　　　明

新設工事費＋解体工事費

414,500円／㎡

25,000円／㎡

49,100円／㎡・設計、工事監理委託料

・通常の基礎工事　　　　　　　　　
工
　
　
事
　
　
単
　
　
価

新 設

３　用地単価

486,000円／㎡

４　その他単価

(1) 　道路改良・ガードパイプ取替及び橋りょう架替単価

・主体、主体設備、特殊付帯工事費等

大 規 模

改 修

改 築

ア 　道路改良単価の決定

(ｱ) 幅員の設定基準

Ⓐ 　4.5ｍ未満は、表層ＡＣ４㎝、上層路盤ＡＳ５㎝、下層路盤Ｍ10㎝、Ｃ15㎝

Ⓑ 　4.5ｍ以上は、アスファルト・コンクリート舗装

　　ＡＣ　アスファルト混合物層　　　　　Ｍ　粒度調整砕石層

　　ＡＳ　アスファルト処理混合物層　　　Ｃ　クラッシャーラン砕石層
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6.5ｍ以上～8.5ｍ未満の場合

8.5ｍ以上の場合

＜一般公園＞

イ 　ガードパイプ取替・橋りょう架替

(2) 　公園造成単価

橋
り
ょ

う

単　　　　価

499,100円／㎡

20,400円／ｍガ ー ド パ イ プ

単　　　価

歩道の有無

修 正 単 価

歩
道
込
修
正
単
価

19,300円／㎡

＋

×

　注)　歩道込修正単価の算出方法

19,300円／㎡ 20,800円／㎡

幅　　　員

道 路 平 均 幅 員

4.5ｍ未満

無

20,800円／㎡

車道単価 車道幅員 ＋

4.5ｍ以上6.5ｍ未満

（平均5.5ｍ）

29,200円／㎡
14.0ｍ

×

備　　　　考

≒

×2）
無

23,600円／㎡

歩道込修正単価＝

× × 1.5ｍ

× 歩道幅員

28,400円／㎡

区　　　　　　分

4,400円／㎡ ×

35,900円／㎡

29,200円／㎡

28,400円／㎡

片側

（1.5ｍ）

3.0ｍ35,900円／㎡

8.5ｍ以上

（平均14.0ｍ）

6.5ｍ以上8.5ｍ未満

（平均7.5ｍ）

7.5ｍ
23,600円／㎡

歩道単価

4,400円／㎡

両側

（1.5ｍ

≒
6.0ｍ

単　　　　価

11.0ｍ ＋

区　　　　　　分

造 成 工 事

設 計 委 託 料

36,470円／㎡

設計委託料４％含む

木橋・コンクリート橋

鋼 橋

〃274,400円／㎡

計 37,000円／㎡

　注)　造成工事には、整地、芝張、植栽、外柵等を含む。

530円／㎡

(ｲ) 車道改良単価及び歩道込修正単価
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寄 宿 舎 建 設 単 価 養 Ｋ 388,000円／㎡

養 －

中 －

屋内運動場取壊し経費

小 －

22,100円／㎡

設計、工事監理委託料 59,300円／㎡

養： 629㎡
中 Ｊ

校具費 8,300円／㎡

中：

主体付帯工事費 317,800円／㎡

基礎工事費 20,200円／㎡

変電施設 1,800円／㎡

屋内運動場 建設 単価 小 Ｊ

407,400円／㎡
基準面積

養 Ｉ
小： 1,215㎡

1,138㎡

防 火 戸 設 置 経 費

小 Ｈ

1,478,000円／戸養 Ｇ

中 Ｈ

工事用仮設 校舎 経費
小 Ｇ

41,400円／㎡
中 Ｇ

鉄筋校舎取 壊し 経費
小 Ｆ

24,800円／㎡
中 Ｆ

中 －

下水道
未普及
地　域

給 食 室 設 置 経 費

小

新設校活性汚泥槽経費

小 －

62,439,000円／校養 Ｆ

ドライ
システ
ム

養 Ｅ
211,413,000円／校

中 Ｅ

Ｅ 226,610,000円／校

養 Ｄ

中 Ｄ 83,649,000円／校

新 設 校 校 具 費

小 Ｄ
65,418,000円／校

養： 1,800㎡
中

Ｂ

中： 6,198㎡ Ｃ

設計、工事監理委託料 36,400円／㎡

校具費 7,600円／㎡

その他工事費 9,500円／㎡

主体付帯工事費 278,600円／㎡

基礎工事費 19,500円／㎡

6,300円／㎡変電施設
養

Ｂ

小： 5,900㎡ Ｃ

校 舎 建 設 単 価 小
Ｂ

357,900円／㎡

Ｃ

基準面積

(3) 　義務教育施設建設単価等

項　　　　　　目
符
号

単　　　　価 内　　　　容　　　　説　　　　明 備考



基準面積

また、符号欄について、「小」は小学校費の態容補正（Ⅱ）、「養」は小学校費の態容補正（Ⅳ）、

　　「中」は中学校費の態容補正（Ⅱ）の、それぞれの算式における符号と一致する。

校庭 3,252,000円／校

フェンス 984,000円／校

注) 項目欄中「小」とは小学校費を、「養」とは小学校費（特別支援学校及び養護学園・態容補正）を、

　　「中」とは中学校費をいう。

2,111,000円／校

屋内運動場 3,580,000円／校

10,387,000円／校

2,111,000円／校

屋内運動場 2,139,000円／校

プール 954,000円／校

735,000円／校

校庭 2,363,000円／校

フェンス 874,000円／校

プール

25,211,000円／校

給食室

中 － 36,092,000円／校

校舎

－ 18,609,000円／校

校舎

給食室

2,110,000円／校

屋内運動場 3,791,000円／校

プール 874,000円／校

校庭 2,363,000円／校

給食室

フェンス

柔道場　:250㎡

大 規 模 改 修 経 費

小 － 33,972,000円／校

校舎 23,960,000円／校

874,000円／校

養

柔剣道場:450㎡

中 － 22,100円／㎡ 取壊し経費 剣道場　:300㎡

中 － 大規模改修経費

武 道 場 建 設 経 費

中 － 407,400円／㎡

1,200,000円／校

建設単価

学校プール取壊し経費

小 －

32,000円／㎡養 －

中 －

養 Ｎ

中 Ｍ

300㎡

学校プール 内蔵 経費

小 Ｍ

53,100円／㎡

250㎡

　養： 200㎡
中 Ｌ

　中：

主体付帯工事費 321,300円／㎡

基礎工事費 14,500円／㎡

設計、工事監理委託料 91,100円／㎡

学校プール 建設 単価 小 Ｌ

426,900円／㎡
基準面積

養 Ｍ
　小：

項　　　　　　目
符
号

単　　　　価 内　　　　容　　　　説　　　　明 備考
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同　　　上

同　　　上

※ 許可見込率

× 標準区事業量許可見込率建 物

許可見込率

×

×公 園 用 地 充当率用地単価

工 事 費

用 地 費

× ×標準区数量

ｙ㎡ 1/α Ｚ/100

同　　　　　　　　上

充当率

標 準 事 業 規 模

488,600円／㎡

　　　 改築経費については、減価償却方式（定額法）に準じ算定する。

　㎡

　注)　改築経費の考え方（参考）

大規模改修経費

改 築 経 費

ｂか所

単 価 × 耐 用 年 数 × 標 準 事 業 規 模

486,000円／㎡

新 設 経 費

513,500円／㎡

ａ㎡

工 事 費
単 価

工 事 費

10,600円／㎡

　㎡

× 標 準 事 業 規 模

1/50

× 1/50 ≒

地方公営企業法施行規則別表の定め、事務用ＲＣ造り。

↓ ↓

調　達　価　額 耐用年数

※ ・耐用年数を50年とする。

× 標 準 事 業 規 模 × 標 準 区 事 業 量

区　　　　分

× 標 準 区 事 業 量

ａ㎡

単 価 ×

都 支 出 金

特
　
別
　
区
　
債

積　　　　　　　  　算　  　　　　　　　式

・経費ごとに算定される改築経費（例えば50か所分）を全額投入すれば、当該年度に１か所の改築（既存施設

ｂか所

年間償却額　※（Ａ円／㎡×㎡）

国 庫 支 出 金

区　　　分

　　　 ・現況数の少ない経費は積み立てて投入され、一定の期間ごとに改築可能とする。

×

積　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　式

×補助率× 標準区事業量標準規模 ×

　　　   の解体・新設）が可能となる。

第２節　所要経費の積算の考え方

単 価

標準区事業量

国庫採択見込率

ｘ円

補助単価

ｐ所

備　　　　　　考

第３節　特定財源の積算の考え方

工事単価 × 標準規模 ×

標準区事業量

許可見込事業量

国庫採択実績見込量

※ 国庫採択見込率
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(2) 　令和５年４月　→　令和６年４月上昇率推計

　＜Ｙ＝ｍｔ＋ｂの一次直線により、回帰式を求める。＞

　令和４年４月の構成比を100として各時点を指数化し、次式に代入して解く。

ΣＹ＝ｎｂ＋ｍΣｔ……………①

ΣｔＹ＝ｂΣｔ＋ｍΣｔ² ……②

　①より、 15ｂ＝ 1500.38　　　　　∴ｂ＝ 100.03 　…………………③

　②より、280ｍ＝ 25.02 　　　　　 ∴ｍ＝ 0.09 　……………………④

　③及び④をＹ＝ｍｔ＋ｂに代入　　   Ｙ＝ 0.09ｔ＋100.03　 ………⑤

　令和４年４月をｔ＝－７としたので令和６年４月はｔ＝17　Ｙ＝0.09×17＋100.03＝101.56

　よって、令和５年４月→令和６年４月の上昇率は、
101.56

103.00
－ 1

２→３月
上 昇 率

構 成 比
３→４月
上 昇 率

構 成 比
４→５月
上 昇 率

58.54

6.86

99.98

0.987

6.84 1.004

0.993

99.37 0.9931.019

6.95 1.004

101.29

１→２月
上 昇 率

構 成 比

　注3)　共通経費の上昇率は、総務省消費者物価指数による。

令和
４年４月

令和４年６月

58.38

6.82

57.23

100.59

令和４年８月令和４年７月

第４節　建設工事単価に係る物騰率の算出方法

1.020

５→６月
上 昇 率

34.36 1.005 34.52 1.002

59.31

 １　建築工事関係

区　分
４→５月
上 昇 率

(1)

構 成 比

計

共通経費

　物価構成比の上昇率

労 務 費

令和４年５月

構 成 比

1.003

11→12月
上 昇 率

構 成 比

1.016

100.00

0.956

1.002

0.980 1.01697.97

59.86

6.78 6.80

構 成 比
６→７月
上 昇 率

構 成 比
７→８月
上 昇 率

資 材 費 33.36 1.018 33.95 1.012 34.58

令和４年９月 令和４年10月 令和４年11月 令和４年12月 令和５年１月

1.003

100.671.01199.55

８→９月
上 昇 率

構 成 比
９→10月
上 昇 率

構 成 比
10→11月
上 昇 率

構 成 比
12→１月
上 昇 率

構 成 比

1.000 34.58 0.998 34.51 1.001 34.55 0.997 34.46 0.996 34.32

0.989 57.89 1.034 59.86 0.987 59.08 0.975 57.61 1.016 58.53

1.004 6.98 1.005 7.026.89 1.005 6.93 1.004

0.994 99.05 1.008 99.86

令和５年２月 令和５年３月 令和５年４月 令和５年５月 令和５年６月

0.985

構 成 比
５→６月
上 昇 率

構 成 比

0.998 34.25 0.997 34.16 1.006 34.38 1.002 34.45 1.003 34.56

0.974 57.01 1.038 59.17 1.041 61.60 0.951 58.58 1.005 58.87

0.993 6.97 1.003 6.99 1.005 7.02 0.999 7.01 1.003 7.04

0.984 98.22 1.021 100.32 1.027

　注2)　労務費の上昇率は、厚生労働省毎月勤労統計の建設業の給与による。

× 100

103.00 0.971 100.04 1.004 100.47

　注1)　資材費の上昇率は、日銀企業物価指数及び総務省消費者物価指数による。

≒ △ 1.4％
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100 ≒　よって、令和５年４月→令和６年４月の上昇率は、
109.96

106.37
1 ×

令和５年２月 令和５年３月 令和５年４月 令和５年５月

101.45 1.024 103.90 0.997 103.57 0.991

令和４年10月

1.004 14.12 1.0041.004

令和４年11月 令和４年12月

８→９月
上 昇 率

構 成 比
９→10月
上 昇 率

101.49 0.998 101.34

41.54 1.034 42.96 0.987 42.40 0.975

令和４年９月

13.88 1.004 13.94

計 100.00 0.987 98.74 1.014 100.14 1.014

42.56 0.987 42.01

共通経費 13.77 1.002 13.80 1.003 13.84 1.003

43.27資 材 費 45.39

労 務 費 42.96 0.956 41.07 1.020 41.89 1.016

45.0543.87 1.012 44.41 1.014

構 成 比

 ２　土木工事関係

(1)

構 成 比

　物価構成比の上昇率

1.014 1.008

令和４年６月 令和４年７月 令和４年８月
令和

４年４月
４→５月
上 昇 率

構 成 比
５→６月
上 昇 率

７→８月
上 昇 率

11→12月
上 昇 率

構 成 比
12→１月
上 昇 率

構 成 比

令和５年１月

区　分

令和４年５月

構 成 比
６→７月
上 昇 率

1.021 46.88 1.004 47.06

10→11月
上 昇 率

構 成 比構 成 比

1.000 47.08 1.002 47.17

0.989 41.34 1.016 42.00

1.011 45.92

５→６月
上 昇 率

14.17 1.005 14.25

1.001 102.59 1.008 103.41

13.99 1.005

1.011

令和５年６月

４→５月
上 昇 率

構 成 比

14.06

１→２月
上 昇 率

構 成 比
２→３月
上 昇 率

構 成 比
３→４月
上 昇 率

構 成 比

1.005

構 成 比

1.005 47.39 1.003 47.53 1.008 47.91 1.010 48.40

1.003

48.91

0.974 40.91 1.038 42.46 1.041 44.20 0.951 42.25

0.993 14.15 1.003 14.19 1.005 14.26 0.999

42.04

　令和６年４月（ｔ＝17）は、　Ｙ＝0.43×17＋102.65＝109.96

14.29

0.991 102.44 1.017 104.18

　前頁建築工事関係の上昇率推計と同様の方法による。

14.24

(2) 　令和５年４月　→　令和６年４月上昇率推計

106.37 0.984 104.681.021 105.45

　注1)～注3）　前頁建築工事関係と同様。

1.007

3.4％－
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㎡　

議 会 総 務 費 人 口 地 域 交 流 施 設 25,994

第５節　行政費目ごとの標準事業規模一覧

経　 費　 の　 種　 類 測 定 単 位 施 設 標 準 事 業 規 模

老 人 福 祉 費 65歳以上人口 高 齢 者 福 祉 施 設 18,250

社 会 福 祉 費 人 口 心 身 障 害 者 福 祉 施 設

35,902

衛 生 費 人 口 保 健 衛 生 施 設 7,100

民
　
生
　
費 児 童 福 祉 費 15歳未満人口 児 童 福 祉 施 設

10,620

人 口 車 庫 1,800

清
掃
費

収 集 作 業 費
人 口 清 掃 事 務 所 ・ 事 業 所

土
　
木
　
費

建 築 公 害 費 人 口 28,280

道 路 橋 り ょ う 費 道 路 面 積 公 衆 便 所 （ 道 路 ）

経労
　働
済費

生 活 経 済 費 人 口 消 費 者 及 び 商 工 振 興 施 設

公 園 費

3,200

公 園
（ 新 設 工 事 費 ）

1,500

人 口
300,000

教
 
育
 
費

小 学 校 費 学 校 数 小　学　校

(1校あたり)

中 学 校 費 学 校 数 中　学　校

(1校あたり)

そ の 他 の 教 育 費

児 童 生 徒 数

各 種 運 動 施 設

屋 内 運 動 場 1,215

プ ー ル 630

校 舎 5,900

給 食 室 319

6,198

給 食 室 266

校 庭 4,000

フ ェ ン ス 670

校 舎

フ ェ ン ス 756

屋 内 運 動 場 1,138

プ ー ル 700

園 児 数 幼 稚 園 10,875

生 涯 学 習 関 連 施 設 35,300
人 口

136,220

6,000校 外 施 設

校 庭 5,600

公 衆 便 所 （ 公 園 ） 2,160

公 園
（ 改 修 工 事 費 ）

区 営 住 宅

270

公 園
（ 新 設 用 地 費 ）

400

4,000
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